
2011 年 2月 21 日 

内閣府大臣政務官 

園 田 康 博 様 

「障害者基本法改正原案」への意見書 

 

特定非営利活動法人 全国精神障害者地域生活支援協議会 

代表 伊 澤 雄 一  

（障がい者制度改革推進会議 総合福祉部会委員） 

 

政府が設置した「障がい者制度改革推進会議」（以下、「推進会議」）は、障害者基本法の抜本改正の

ための「障がい者制度改革推進のための第二次意見」（以下、「第二次意見」）を、昨年 12 月 17 日に取

りまとめました。ところが、本年 2 月 14 日に内閣府から推進会議に提出された「障害者基本法の改正

原案」は、「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」という閣議決定ならびに第二次意

見に沿って忠実に立法化を図ったものとはいえません。 

とりわけ、精神医療保健福祉分野の改革については、第二次意見において示された意見がまったく反

映されておらず、このことは「改革」の名を汚すものであるばかりか、障害者権利条約批准に向けた条

件整備を妨げるもの以外のなにものでもありません。新たな障害者基本法には、将来の方向性を示し、

いまだ国際水準に程遠い各法の整備を牽引するものとなることこそが求められているのです。 

精神障がいのある人に対する不必要な、あるいは不当な入院の解消を目指し、地域生活が安定的かつ

継続して保障される支援施策が推進されるよう、第二次意見において示された以下の点を、障害者基本

法改正案に盛り込むことを強く求めます。 

 

記 

 
１．  精神障がい者の社会的入院を解消し、強制的措置を可能なかぎり無くすため、精神病床数の削

減その他地域移行に関する措置を計画的に推進し、家族に特別に加重された責任を負わせること

無く、地域社会において必要な支援をうけながら自立した生活を送れるよう通院及び在宅医療の

ための体制整備を含め必要な措置を講ずること。 

 

２．  障がい者に対する非自発的な入院その他の本人の意思に基づかない隔離拘束を伴う例外的な医

療の提供に際しては、基本的人権の尊重の観点に基づき、当該医療を受ける障がい者に対して、

障がいのない人との平等を基礎とした実効性のある適正手続を保証する制度を整備すること。 
 

以上 
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2011 年 2月 21 日 

衆議院議員 

石 毛 鍈 子 様 

「障害者基本法改正原案」への意見書 

 

特定非営利活動法人 全国精神障害者地域生活支援協議会 

代表 伊 澤 雄 一  

（障がい者制度改革推進会議 総合福祉部会委員） 

 

政府が設置した「障がい者制度改革推進会議」（以下、「推進会議」）は、障害者基本法の抜本改正の

ための「障がい者制度改革推進のための第二次意見」（以下、「第二次意見」）を、昨年 12 月 17 日に取

りまとめました。ところが、本年 2 月 14 日に内閣府から推進会議に提出された「障害者基本法の改正

原案」は、「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」という閣議決定ならびに第二次意

見に沿って忠実に立法化を図ったものとはいえません。 

とりわけ、精神医療保健福祉分野の改革については、第二次意見において示された意見がまったく反

映されておらず、このことは「改革」の名を汚すものであるばかりか、障害者権利条約批准に向けた条

件整備を妨げるもの以外のなにものでもありません。新たな障害者基本法には、将来の方向性を示し、

いまだ国際水準に程遠い各法の整備を牽引するものとなることこそが求められているのです。 

精神障がいのある人に対する不必要な、あるいは不当な入院の解消を目指し、地域生活が安定的かつ

継続して保障される支援施策が推進されるよう、第二次意見において示された以下の点を、障害者基本

法改正案に盛り込むことを強く求めます。 

 

記 

 
１．  精神障がい者の社会的入院を解消し、強制的措置を可能なかぎり無くすため、精神病床数の削

減その他地域移行に関する措置を計画的に推進し、家族に特別に加重された責任を負わせること

無く、地域社会において必要な支援をうけながら自立した生活を送れるよう通院及び在宅医療の

ための体制整備を含め必要な措置を講ずること。 

 

２．  障がい者に対する非自発的な入院その他の本人の意思に基づかない隔離拘束を伴う例外的な医

療の提供に際しては、基本的人権の尊重の観点に基づき、当該医療を受ける障がい者に対して、

障がいのない人との平等を基礎とした実効性のある適正手続を保証する制度を整備すること。 
 

以上 
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